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論　　説

中国法人設立における知的財産上の留意点

　抄　録　中国では「自主創新」をキーワードに，国家施策としてイノベーション型国家建設が進め
られており，日本企業による研究開発拠点の設立件数も増加の一途を辿っている。国際第３委員会で
は，中国での研究開発が行われることにより現地で発明が生まれた場合の取扱いについて2005年と
2008年に実体調査を行ったが，その後，専利法改正等の環境変化があり，中国の自主創新政策の活用
ニーズも高まっていることから，これらの点も踏まえて，再度アンケートとヒアリングを実施した。
　本稿は，これらアンケート等の調査結果を考察するとともに，いくつかの項目については最新の知
的財産関連法規を調査分析の上，中国法人設立における知的財産上の留意点を報告するものである。

国 際 第 ３ 委 員 会＊

1 ．	はじめに

中国では「自主創新」をキーワードに，国家
施策としてイノベーション型国家建設が進めら
れており，日本企業による研究開発拠点の設立
件数も増加の一途を辿っている。
国際第３委員会では中国研究開発拠点の設立
に伴い実務上の検討課題となる，中国現地発明
の取扱いについて，2005年と2008年に会員企業
へのアンケートによる検討を行ったが１），２），そ
れから３年が経過し，中国ビジネスを取り巻く
環境は凄まじいスピードで変化しているととも
に，2009年10月１日施行の専利法改正や2010年
２月１日施行の専利法実施細則改正等，知的財
産制度としても大きな環境変化があった。
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また，中国では自主創新政策の一環として，
知的財産権に係る各種優遇政策を実施してお
り，日本企業としても中国進出時にこれらの優
遇政策の活用を検討する必要が生じている。
そこで，中国法人の設立にあたり知的財産上
の検討課題となる，中国法人の知財体制，知財
教育，自社技術の保護，現地で生まれた発明の
取り扱い，出願から権利化，日本法人から中国
法人への技術移転，中国企業や大学との共同研
究等の項目に加え，自主創新政策の活用等の項
目も含めて，会員企業へのアンケート調査とヒ
アリングを行った（回答数45社）。
本稿はこれらアンケート等の調査結果を考察
するとともに，いくつかの項目については中国
における最新の知的財産関連法規や自主創新政
策を調査分析の上，日本企業が中国法人を設立
するにあたり知的財産上で特に留意すべき点を
報告するものである。
なお，本稿は2011年度国際第３委員会第２ワ
ーキンググループの岩田潤治（副委員長：デン
ソー），尾仲理香（副委員長：帝人知的財産セ
ンター），福井慎一（富士重工業），雷浩（富士
ゼロックス），中原哲彦（三菱レイヨン）， 
江原真理子（ユニ・チャーム），東條朋晶（ル
ネサスエレクトロニクス），山崎剛（新日本製
鐵），清水一茂（アズビル），田村浩一（三菱化
学），高橋光男（住友電気工業），奈良亮介（三
井化学）が作成した。

2 ．	中国法人の知財体制及び知財教育

2．1	 中国法人の知財体制

（1）中国法人における知財管理組織の有無
アンケート調査の結果，中国法人に知財管理
組織がある企業の割合は43％であった。特に，
中国法人に研究拠点を有する場合は80％の企業
が知財管理組織（知財部門を含む）を持ってお
り，研究拠点においては高い比率であることが

確認された。
これらの知財管理組織における主な業務は，
従来から模倣品対策に関連するものが多かった
が，最近では中国法人での技術開発の進展に伴
い，特許業務が増加している。更に技術標準化
動向調査，情報収集，ロビー活動などの業務も
増加してきている。

（2）日本本社からの知財駐在員
次に，中国法人に何らかの知財管理組織があ

る場合，その知財要員の構成について，調査を
行った。調査結果では，日本本社の知財要員が
現地に駐在している企業の割合は55％であっ
た。知財業務の重要度および多様化が増してい
るためと思われる。

2．2	 中国法人における知財教育

中国法人従業員に対して知財教育の機会があ
ると回答した企業の割合は44％であった。この
内，中国法人が研究拠点である場合は73％の企
業が知財教育の機会を持っていた。
教育内容としては，発明創作の啓発や特許制

度等についての一般的な知財教育と，営業秘密
等の情報漏洩防止のための教育に大別される。
その他，商標に関する教育を行っている例もあ
った。このように中国法人従業員への知財教育
は，日本と同様なレベルで進んでおり，特に研
究拠点を有する場合，積極的に中国法人従業員
への知財教育に取り組んでいることが分かる。

3 ．	自社技術の保護

3．1	 想定される技術情報の流出

技術情報の流出元としては，一般的には従業
員又は退職者からの流出が考えられるが，特に
同業他社への転職の際に流出することが最も懸
念されている。
流出先としては，転職先の他，合弁相手企業，
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実施許諾先，技術提携先，製造委託先，共同研
究先，取引先，協力会社，関係機関（許認可の
当局など）等への情報流出が懸念されている。
また，関係機関から同業他社等への再流出リス
クも考えられる。更に，退職者自らの会社設立
や人材のまとまった引き抜き，サイバー攻撃や
社内データへのハッキングなどによる情報流出
も想定される。
この他に，流出情報が流出先から特許出願さ

れた場合，公開による更なる情報流出や権利化
による係争リスクもあり得る。

3．2	 従業員に対する情報流出防止策

（1）在職時の対策
上記のような情報流出が想定される中，まず
第１に社内規則又は雇用契約によって従業員に
対する情報流出防止策を講ずることが考えられ
る。
アンケートの結果では，中国法人の業務規則
により秘密情報にアクセス可能な対象者を部署
又は職制等で制限する規定を設けている企業は
91％以上であり，ほとんどの企業が，業務規則
に，何らかの秘密漏洩防止のための規定を設け
ていた。更に，79％の中国法人では秘密の範囲
を明確化しているとの回答であった。この結果
から，中国における日本企業の秘密情報の漏洩
防止に対する重要性認識の浸透を表しており，
業種によらず，また中国法人が研究拠点か製造
拠点か等によらず，情報流出に対する危機意識
が定着化していることがわかる。
労働契約法23条では，「使用者と労働者は，

労働契約の中で使用者の商業秘密保持及び知的
財産権に関する秘密保持事項について約定する
ことができる。」と規定されている。この規定
を利用して，ほぼ全ての企業において従業員の
雇用契約に秘密保持義務を課していた。雇用契
約に設ける条項としては，秘密情報の漏洩禁止，
社内物品の持出禁止，私的使用の禁止等を大半

の企業が設けており，その他の事項としては，
秘密情報へのアクセス制限，秘密漏洩発見時の
報告，秘密情報の返却義務（退職時・職務内容
変更時・会社要求時など），職務外使用の禁止，
違反時の損害賠償等の条項を設けている場合も
あった。
ところで法的に商業秘密（いわゆる営業秘密）
が保護されるためには，秘密情報範囲の指定及
び秘密情報の管理等，秘密を確保するための合
理的な秘密保持措置を採ることが必要である３）。
中国においては，最近，商業秘密漏洩に関して，
商業秘密漏洩防止を規定した労働契約が証拠と
して採用され，これに基づき従業員に対する秘
密保持措置を採っていたと認定された判決がい
くつか出されている４）。この観点からも，少な
くとも従業員との雇用契約に秘密保持義務規定
を設けることが重要である。

（2）退職後の対策
また，従業員の退職後も一定期間秘密保持義
務を課す条項を設けている企業は91％であっ
た。この条項を設けている場合，約80％は雇用
契約時に，約20％は退職時に設けており，双方
に設けている例もあった。
さらに，従業員の退職後に競業避止義務を課
す条項を設けている企業は61％であった。また
本条項も，雇用契約時又は退職時のいずれかの
タイミングで設けられていた。なお，労働契約
法24条では，「競業制限を行う人員は使用者の
高級管理職員，高級技術職員及びその他の機密
保持義務を負う人員に限る。」「制限する期限は
２年を超えてはならない。」と規定され，また，
労働契約法23条では，「労働契約を終了又は解
除した後，競業制限期間内に月極で労働者に支
払う経済補償について約定することができる。」
と規定されている。以上の通り，従業員の退職
後に競業避止義務を課す場合は，競業禁止の対
象者が限定されること，競業禁止期間が退職後
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２年以内に制限されること及び競業制限期間内
に経済補償が生じること等種々の制限がある点
に留意する必要がある。

（3）その他の対策
また，契約以外に対策を行っている例として
は，従業員への教育指導や啓発，従業員の所属
に応じた立入場所の制限，ノートPCや記録媒
体等の社外持出の管理，社内情報へのアクセス
制限やログ管理，退職者のユーザーID削除に
よるアクセス遮断などがあった。

3．3	 先使用権の活用

従業員や退職者からの情報流出に基づいて他
社から特許出願がなされることも想定される。
そのような場合，特許出願に対し秘密保持違反
や冒認出願として法的措置を行う対応策もある
が，先使用権の立証も防御策の一手段である。
アンケートの結果では，先使用権の立証作業
について，考え方やルールを決めている企業は
24％であったが，その大半は製造拠点をもつ企
業であった。しかし，実際に先使用権の立証作
業を行っている企業は，未だ多くはないようで
ある。
ところで，専利法69条２項では，先使用権に
ついて「専利出願日前に同一の製品を製造し，
同一の方法を使用し，又は製造，使用に必要な
準備を終えており，かつ従前の範囲内で製造・
使用を継続する場合」は侵害とはみなさない旨
が規定されている。従って，中国では先使用権
が認められる行為は製品の製造又は方法の使用
であり，他の実施行為（例えば輸入，販売，販
売の申し出，製品の使用行為等）には及ばない
可能性がある点に留意する必要がある。
また，「従前の範囲」について，最高人民法
院による専利権侵害紛争事件の審理における法
律適用の若干問題に関する解釈５）15条３項に
は，「専利出願日前の生産規模，及び既存の生

産設備を利用し，又は既存の生産準備に基づい
て達成可能な生産規模の範囲」である旨が記載
されている。
このように，中国における先使用権が及ぶ範

囲は，実施行為や生産規模で制限される可能性
がある点に留意する必要がある。

4 ．	現地で生まれた発明の取扱い

4．1	 職務発明の判断

（1）職務発明の基準と帰属
日本では，職務発明であっても特許を受ける
権利は原始的には発明者に帰属し，非職務発明
についての予約承継等は無効とされる（特許法
35条）。一方，中国では，職務発明は特別な契約・
譲渡手続がなくとも使用者等である企業に属し
（専利法６条１項），非職務発明は発明者に属す
る（専利法６条２項）。但し，職務外であっても，
「その部門の物質的・技術的条件（資金，設備，
部品，原材料，又は一般的に開示されていない
技術情報）を利用して完成した発明」について
は企業と発明者間で締結した契約に従うと規定
されている（専利法６条３項）。
従って，専利法６条１項に規定される職務発
明は日本のように予約承継するための契約は必
ずしも必要ではないが，専利法６条３項に規定
される発明が誰に帰属するのかでトラブルにな
らないよう契約で定めておくべきである。
アンケートでは，職務発明の判断基準を設け
ている企業の58％が専利法６条１項に規定する
発明に加えて専利法６条３項に規定する発明に
ついても「職務発明」と判断していると回答し
た。
特許を受ける権利（専利出願権）の帰属が中

国法人にあることを確認する方法としては，対
象企業の約60％が，包括契約や案件毎の個別契
約など形式上のバリエーションはあるものの，
各社何らかの書面に基づき行っている。
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（2）発明の届出と職務発明の判断主体
中国では，上記のとおり専利法６条３項に規
定する発明については別途契約によって会社帰
属とすることができることから，職務発明に限
らず発明が生まれた場合には届出義務を課すこ
とが自社技術保護の観点から有効であると思わ
れる。
アンケートでは，発明の届出義務を課してい
る企業の42％が職務発明以外も届出義務を課し
ていると回答した。また，職務発明か非職務発
明であるかの判断主体は，中国法人の場合と日
本法人の場合に分かれたが，中国法人に知財管
理組織がある場合，ほとんどの企業が中国法人
と回答した。

4．2	 現地で生まれた発明の取扱い

（1）中国法人単独発明の取扱い
中国法人単独でなされた発明が専利法６条１
項に規定する職務発明である場合や専利法６条
３項に規定する別段の定めによって原始的に企
業に属する発明である場合には，当該発明を中
国法人へ帰属させるために特段の譲渡行為は不
要と解される。
その発明に係る特許を受ける権利を最終的に

帰属させる主体についてアンケートをしたとこ
ろ，中国法人よりも日本法人に帰属させるケー
スが最も多かった。他には，開発費等の費用の
負担割合や開示技術情報の多寡に応じて決めて
いる企業があった。
なお，日本法人に帰属させるケースが多い理
由としては，日本法人から中国法人への委託開
発に基づく発明が多いためであると推測され
る。以下，委託成果の取扱いについて詳細に述
べる。

（2）		中国法人と日本法人の委託開発成果の取
扱い

中国法人と日本法人との委託開発成果の帰属

の定めに関するアンケートをしたところ，定め
がある企業においては，法人間の包括契約にて
規定している場合と，委託開発案件毎の個別契
約にて規定している場合がほぼ半々であった。
また，委託開発成果の帰属について定めがあ
る場合，ほとんどの企業がその帰属先を「原則
委託元（日本法人）に帰属」としていたが，発
明者主義を基準としているケースもあった。
一方で，42％の企業は特に定めはないと回答
した。
中国では，当事者間に特に取り決めがなけれ
ば，委託開発により完成した発明の出願前の特
許を受ける権利は開発を受託して発明を完成さ
せた側に帰属する（専利法８条，契約法339条）。
従って，委託開発に係る発明の出願前の特許

を受ける権利を委託元の日本法人に帰属させた
い場合には，中国法人との間で，その旨を取り
決めておく必要があることに留意すべきである。

（3）		中国法人と日本法人の共同開発成果の取
扱い

中国法人と日本法人との共同開発成果の帰属
に関する定めについてアンケートをしたとこ
ろ，定めがある企業においては，法人間の包括
契約にて規定している場合と，共同開発案件毎
の個別契約にて規定している場合がほぼ半々で
あった。
また，共同開発成果の帰属について定めがあ

る場合，その帰属先としては，「原則日本法人
に帰属」とする企業が最も多く，以下，「原則
中国法人と日本法人との共有」，「開発費の費用
負担に応じて決定」の順であった。一方で，約
半数の企業は特に定めはないと回答した。
中国では，当事者間に特に取り決めがなけれ

ば，共同開発により完成した発明の出願前の特
許を受ける権利は共有となる（専利法８条，契
約法340条）。
従って，共同開発に係る発明の出願前の特許
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を受ける権利を日本法人に帰属させたい場合に
は，中国法人との間で，その旨を取り決めてお
く必要があることに留意すべきである。

4．3	 職務発明に関する奨励・報酬

（1）奨励・報酬の支払い時期
専利法16条では，「専利権を付与された部門

は，職務発明の発明者に対し奨励を与えなけれ
ばならず，発明が実施された後，発明者に合理
的な報酬を与える義務がある」と規定されてい
る。専利法16条では専利権付与後について規定
しているため，それ以前の例えば出願時や発明
届出時には奨励や報酬を必ずしも支給する義務
はない。奨励・報酬の支払い時期についてアン
ケートをしたところ，各社各様であり，法定の
「登録時」や「実施時」に限らず，「出願時」に
も奨励・報酬を支払うと回答した企業も相当数
あった。これらの企業では，奨励・報酬の支払
時期に関して，日本法人の職務発明規定と同様
の考え方を中国でも適用していると思われる。

（2）奨励・報酬の金額
専利法16条に規定された奨励と報奨の方式及
び金額については発明者と約定し，又は法に従
って制定した規定制度の中で定めることができ
る（専利法実施細則76条）。但し，それらがな
い場合には専利法実施細則77～78条に規定され
る金額の奨励・報奨を支払わなければならない。
具体的には，特許については，以下のように

規定されている。「特許権公告日より３ヶ月以
内に発明者に報奨を支払わなければならず，特
許１件あたりの報奨は3000元を下回ってはなら
ない」（専利法実施細則77条）。「特許権の有効
期限内において，特許が実施された後，毎年，
その実施により得られた営業利益の２％を下回
らない金額あるいは上述の比率を参照した金額
を一括で，発明者に報酬を与えなければならな
い。特許権が付与された機関が，その他の機関

又は個人にその特許の実施を許諾した場合，取
得した使用許諾料の10％を下回らない金額を報
償として発明者に与えなければならない」（専
利法実施細則78条）。
従前の専利法実施細則では，中国の国有企業
のみが適用主体となっていたが，2010年２月１
日施行の第３次改正後の専利法実施細則では外
資系企業を含めた民間企業にも専利法実施細則
76～78条が適用されることとなった。従って，
発明者との間に専利法実施細則76条に基づく約
定がない場合には，専利法実施細則77～78条に
規定される金額の奨励・報奨を支払わなければ
ならないことに留意する必要がある。
奨励・報酬の金額・算出基準についてアンケ

ートをしたところ，専利法実施細則77～78条相
当の基準を設けている企業よりも，日本法人に
おける職務発明対価と同等額・同等基準として
いる企業の方が多く見られた。これは，専利法
実施細則に規定される最低基準が，中国におけ
る給与水準と比較すると相当高額であることが
影響しているものと思われる。一方で，職務発
明に関する奨励・報酬を原因とする訴訟リスク
を軽減する観点から，専利法実施細則に規定さ
れる金額に基づいて決定している企業もあっ
た。また，中国国内に拠点が複数ある場合，中
国国内での地域格差や職務毎の賃金格差を考慮
して地域毎に奨励・報酬を決定している企業も
あった。また，職務発明に対する奨励・報奨に
ついて金銭以外のインセンティブとして社長表
彰などを行っている企業もあった。

（3）地方独自規定
地方人民政府の中には，以下のように，報奨

や報酬の算定等について専利法実施細則の規定
とは異なる規定を設けている場合があるため留
意する必要がある。

１）  上海市発明創造の権利帰属と職務報酬の
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実施弁法
職務発明を自己実施したのち３ヶ月以内に，
若しくは譲渡，ライセンスの契約を締結した後
30日以内に，関連情報を発明者に通知しなけれ
ばならない（12条）。

２）  知的財産権の保護を強化し，特許戦略を
実施し，科学技術の刷新を促進すること
に関する青島市人民政府の意見６）

特許，実用新案及び意匠の奨励金は，それぞ
れ5000元，2000元及び1000元を下回ってはなら
ない（三－８）。

5 ．出願から権利化に関して

5．1	 現地発明の出願について

アンケート調査の結果，中国法人で発明が発
生したことのある企業は45％であった。これは，
2008年のアンケート調査結果39％と比較して，
若干増加している。また，これらの企業のうち，
ほぼ全ての企業が，中国法人で発生した発明を
特許又は実用新案として出願している。
図１は，現地発明の出願の有無を，業種別に
示したものである。

図１で示すように，「電気」及び「機械，事
務機器，輸送機器」の中国現地発明の出願が多
く，これは，他の業種と比較して，中国に研究
拠点を設立している企業が多い傾向にあるから

と考えられる。逆に「化学，繊維，製薬，製紙，
食品」では，中国現地発明の出願は少なく，こ
の理由としては，製造拠点又は営業拠点のみを
持つ企業が多いからと考えられる。

5．2	 		出願の要否判断，中間処理の対応お
よび権利の維持・放棄

出願人の名義は，日本法人の単願とする企業
が26％，中国法人の単願とする企業が31％，日
本法人と中国法人の共願とする企業が10％，単
願と共願をその都度使い分ける企業が31％であ
った。
出願の要否判断については，日本法人が判断
する企業が67％，中国法人が判断する企業が33
％であった。
審査請求の要否判断，中間処理の対応，及び，
権利の維持・放棄の判断については，日本法人
の知財部門が行うと回答していた企業が60％，
中国法人の知財部門が行うと回答した企業が16
％であった。
以上の結果から，権利の帰属先が中国法人で
あっても，日本の知財部門が介入する企業が多
いことがわかった。
なお，出願に際して中国特有の判断基準があ
るかを質問したところ，ハイテク企業認定（８．
２節参照）のために出願していると回答した企
業もあった。

5．3	 機密保持審査

（1）第３次改正法
第３次改正法（2009年10月１日施行）以前で
は，中国国内で完成した発明を外国に出願する
場合には，まず中国に第１国出願することが定
められていた。しかし，第３次改正法によって，
条件付で中国以外の外国へ第１国出願すること
が可能となった。
専利法20条１項には，「いかなる部門又は個

人が国内で完成した発明又は実用新案につい

図１　現地発明の出願の有無
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て，外国で専利出願する場合，まず国務院専利
行政部門に機密保持審査を受けなければならな
い。」と規定されている。
また，同条４項には，「本条第１項の規定に
違反して外国で専利出願した発明又は実用新案
について，中国で専利出願した場合は専利権を
付与しない。」と規定されている。
また，専利法実施細則８条には，「直接に外
国に専利出願する或いは関連する外国機構に専
利の国際出願を提出する場合，事前に国務院専
利行政部門へ請求を申し立て，かつその技術方
案について詳しく説明しなければならない。」
と規定されており，「国務院専利行政部門に専
利出願した後外国に専利出願する或いは関連す
る外国機構に専利の国際出願を提出する場合，
外国に専利出願する或いは関連する外国機構に
専利の国際出願を提出する前に国務院専利行政
部門に請求を申し立てなければならない。」と
規定されている。
即ち，中国以外に第１国出願する場合は，機

密保持審査の請求を行う必要がある。この際，
機密保持審査請求書と技術方案説明書を中国語
で提出する必要があるが，技術方案説明書は外
国へ出願する内容と一致していなければなら
ず，専利法実施細則17条の規定に準ずる７）。
また，中国に第１国出願した場合でも，その

後，中国以外の国へ出願する際には，機密保持
審査の請求を行う必要がある。

（2）機密保持審査の期間
専利法実施細則９条では，「出願人は４ヶ月
以内に機密保持審査通知を受け取っていない場
合，当該発明又は実用新案を持って外国に専利
出願或いは関連する外国機構に専利の国際出願
を提出することができる。」と規定されている。
通常，機密保持審査は１ヶ月以内で完了する
場合が多い模様である。しかし，国務院専利行
政部門（中国知識産権局）の審査担当者は必ず

しもその分野に詳しい人や経験豊富な人ではな
いので，日数にはバラツキがある模様である。
ここで，外国出願を想定している場合では，
優先権の期限日前に手続きを完了させておく必
要がある。即ち，中国に出願してから数ヶ月後
に外国出願要否の判断を行っている企業が多く
あると思われるが，翻訳等の業務と並行して機
密保持審査の手続きも完了しておく必要があ
る。このような場合に，機密保持審査の請求の
手続きが間に合わなくなる等の懸念を無くすた
め，外国出願要否の判断に関わらず，全ての中
国現地発明に対して，中国出願と同時に機密保
持審査の請求をするという方法もある。
また，機密保持審査の経験がある企業にヒア

リングしたところ，至急の場合は現地代理人を
介して強く要請することが有効とのことであ
り，なかには機密保持審査請求の当日に審査通
知を受け取ったケースもあった。

（3）台湾との関係
台湾に出願する場合に，機密保持審査請求が
必要かどうかは条文上明確ではないが，現地代
理人の情報によると，請求したほうが安全であ
り，実務上も行われているようである。
なお，過去には，中国と台湾の間で優先権主
張をすることができなかったため，例えば，中
国出願と同時に機密保持審査を請求し，優先権
を伴わずに台湾へ出願する等の施策を講じる必
要があったが，現在では，2010年９月12日以降
の出願に対して，中国と台湾の間で優先権主張
が可能となっている（「海峡両岸知的財産権保
護協力協議」の調印に伴う専利法第27条及び第
28条の一部改正：2010年９月12日施行）。

（4）PCT出願の利用
中国へ第１国出願をする場合，機密保持審査

の代わりに中国知識産権局を受理官庁とした
PCT出願を利用することもできる。即ち，専利
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法実施細則８条には，「国務院専利行政部門に
専利の国際出願を提出する場合，同時に機密保
密審査請求を提出したものとみなされる。」と
規定されている。
なお，中国知識産権局を受理官庁としたPCT
出願をした場合，台湾へはPCT出願を基礎とし
て１年以内なら優先権主張が可能となっている。
また，中国知識産権局を受理官庁としたPCT
出願をする場合の言語としては，中国語の他に
英語も使用することができる（中国専理局の中
国における特許協力条約の実施に関する規定第
５条）。中国法人を持つ企業でも，発明する社
員の多くが中国人以外（日本人等）である場合
等，英語でも対応できるPCT出願の方が便利な
場合があるかもしれない。しかし，この場合に
は，PCT出願から中国へ国内移行する際には中
国語に翻訳する必要がある。
なお，中国知識産権局を受理官庁としたPCT
出願によって中国へ第１国出願した場合，中国
へ国内移行する義務は無い。

6 ．	技術移転

6．1	 技術移転に伴う行為

中国法人を設立するにあたり，特に，製造拠
点又は研究開発拠点として設立する場合は，日
本法人（親会社）から中国法人へ技術移転を実
施することが考えられる。
具体的には，日本法人から中国法人への技術
ライセンス（ノウハウ又は特許の実施許諾等）
や特許の譲渡といった行為が考えられる。
本章では，技術ライセンス，特許の譲渡に関
係する法規及びその留意点を紹介する。

6．2	 技術ライセンス

技術ライセンスに関係する法規として，2002
年１月１日に施行された技術輸出入管理条例が
ある。この条例は，中国国外から国内に，又は

中国国内から国外に，貿易，投資又は経済技術
協力を通じ，技術を移転する行為に対する管理
を定めている。この条例では，技術を，輸入禁
止技術（日本から中国へ技術移転できない技術）
と，輸入制限技術（当局の輸入許可が必要な技
術）と，輸入自由技術とに区分している。

（1）輸入制限技術の許可制度への対応
技術ライセンスの対象技術が，前述の輸入制

限技術に該当する場合，技術輸出入管理条例10
条～16条で規定されているように，対外経済貿
易主管部門（以下，商務部）の許可を得ること
に注意が要る。許可を得ずに，輸入制限技術を
中国国内へ輸入する行為は，技術輸出入管理条
例46条および47条で規定されているように，刑
事責任を負うものとされている。
また，輸入禁止輸入制限技術管理弁法９条で

規定されているように，許可申請の後，商務部
から技術輸入許可意向書を得た後で，当事者間
で契約を締結できることにも留意する必要があ
る。当事者間で技術ライセンス契約を締結した
後，再び，許可申請を行い，審査を経て，輸入
許可又は不許可が決定される。
なお，許可申請前に，技術ライセンスの対象

技術が，輸入制限技術に該当するかどうかを判
断するにあたり，輸入禁止輸入制限技術管理弁
法２条で規定された，中国輸入禁止・輸入規制
の技術目録を参考にできる。

（2）輸入自由技術の登録制度への対応
技術ライセンスの対象技術が，前述の輸入自

由技術に該当する場合，技術輸出入管理条例17
条～19条で規定されているように，商務部へ契
約等の書類を登録することに留意する必要があ
る。
技術輸出入管理条例には，技術ライセンス契
約を登録しなかったことについての明確な罰則
規定はないが，契約後に係争が発生した場合，
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技術ライセンス契約を登録しておけば，契約内
容を証明できる有力な証拠として利用できる。
また，技術ライセンス契約に基づき，中国国内
のライセンシーが，国外のライセンサーへ，ラ
イセンス料（ロイヤルティなど）を海外送金す
るにあたり，登録済みの契約や技術輸入契約登
録証などの書類が，送金手続きに必要となるこ
とに留意する必要がある。
ところで，商務部へ登録を申請すると，場合
によっては，輸入自由技術であっても，商務部
が実質的な契約審査を行い，申請者へ契約の修
正を要求することがある。アンケートの結果，
契約の修正を要求されたことがあると回答した
企業は，40％であった。企業によっては，例え
ば，ロイヤルティの料率の下方修正を要求され
た経験があった。アンケートの結果，ロイヤル
ティの料率は様々であったが，審査において，
料率が高いとみなされると，担当官からその旨
異議を受ける可能性があることがわかった。そ
の他，後述する特許保証を明記する事や，１年
ごとに実績ベースで契約するなど，様々な要求
を受けることがわかった。なお，中国では地域
によって運用が異なることが多々あり，ある地
域では問題なく登録できた契約内容であって
も，別の地域では修正を要求される場合がある。
従って，地域毎の対応を現地の弁護士と事前協
議することも有用な手段かと思われる。

（3）保証義務への対応
技術ライセンスに関して，技術輸出入管理条
例24条には，技術輸入契約の譲渡人（ライセン
サー）に対する提供技術の保証義務が規定され
ている。この条例によれば，技術輸入契約の提
供技術の譲受人（ライセンシー）が，提供技術
を使用した結果，第三者に権利侵害で告訴され
た場合，ライセンサーは協力して対応する責任
が述べられている。更に，権利侵害が確定した
場合，ライセンサーは，ライセンシーに代わっ

てその責任を負うことが述べられている。
また，技術輸出入管理条例25条には，ライセ

ンサーに対して，提供技術が完全かつ有効であ
り，ライセンシーが技術目標を達成できること
を保証する義務が規定されている。
日本法人（親会社）と中国法人の間で，技術

ライセンス契約を締結する場合は，ライセンサ
ーとライセンシーが同じ企業グループに属する
ので，これら保証義務の実質的なリスクは比較
的低いという考え方もある。
一方で，日本法人が第三者である中国企業へ

技術ライセンスする場合は，ライセンサーであ
る日本法人にとって，依然として，これらの保
証義務がリスクとなる。この場合，技術ライセ
ンス契約において，日本法人がグループ企業の
中国法人へサブライセンス権付きでライセンス
した上で，この中国法人が第三者の中国企業へ
サブライセンスする形態を採ることで，保証義
務のリスクを回避する方法もある。即ち，中国
法人から中国企業へのサブライセンスは中国国
内の技術ライセンスとなるので，このサブライ
センス契約は技術輸出入管理条例の対象外とな
り，ライセンサーに対する保証義務を回避する
ことができる。

（4）改良技術の帰属への対応
技術ライセンスにおいて，提供技術に基づく
改良技術の帰属について，技術輸出入管理条例
27条では，「技術輸入契約の有効期間内に，改
良した技術は改良した側に帰属する」と規定さ
れていることに注意が要る。即ち，中国国内の
ライセンシーの改良技術を，国外のライセンサ
ーへ帰属させる条項（アサインバック条項）を，
技術ライセンス契約に含めることはできない。
一方で，契約法340条（専利出願権に関する

条項）によれば，「共同開発で完成した発明は，
当事者が異なる合意をした場合を除き，専利出
願権は共同研究開発人の共有に属する」と規定
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されている。従って，改良技術が共同開発の成
果である場合，国外のライセンサーへも改良技
術を帰属させることも可能と考えられる。
続いて，改良技術の実施許諾について，2005
年１月１日に施行された最高人民法院による技
術契約紛争事件審理の法律適用における若干問
題に関する解釈８）10条１項によれば，当事者の
一方が自ら改良した技術を他方に無償で提供す
ることを要求することは，契約法329条で規定
された技術の違法独占，技術進歩の妨害に該当
するので，その技術契約は無効とされているこ
とに注意が要る。即ち，技術ライセンス契約に
おいて，中国国内のライセンシーの改良技術を
国外のライセンサーに無償で実施許諾させる条
項（無償のグラントバック条項）が含まれてい
ると，その契約は無効とみなされる可能性があ
る。

（5）契約期間満了後の継続使用への対応
技術ライセンス契約では，契約期間満了後に

おいてライセンス対象技術（ノウハウ又は特許
発明）をライセンシーが継続使用できるように
するのか又は継続使用を禁止するのかについて
も検討する必要がある。
技術輸出入管理条例28条では，「技術輸入契

約期間の満了後，技術譲渡人と譲受人は公平合
理の原則に従い，技術の継続使用について協議
することができる」と規定されている。即ち，
契約期間満了後において，ライセンシーが対象
技術を継続使用することを禁止する条項や，技
術が未公開であれば秘密保持義務を課す条項等
を技術ライセンス契約に含めることができる。
なお，アンケートの結果，中国国内のライセン
シーが継続使用することを禁止する場合，制限
として，中国企業へ供与した技術資料の返還を
求める制限を設ける条項や，契約期間満了後の
秘密保持期間を定める条項を技術ライセンス契
約に含める場合があることがわかった。

（6）専利実施許諾契約の届出制度への対応
ライセンス契約を登録する規定は，前述の技

術輸出入管理条例18条の他に，専利法にも存在
することに注意が要る。専利法実施細則14条は，
専利権者が他者と専利実施許諾契約を締結する
場合，当該契約を国務院専利行政部門（中国知
識産権局）へ登録することを規定したものであ
る。
専利法には，専利実施許諾契約を登録しなか

ったことについての罰則規定は述べられていな
いが，契約締結後に係争が発生した場合，中国
知識産権局の登録証があれば，契約内容を証明
できる有力な証拠になる。
なお，2011年８月１日に施行された専利実施

許諾契約届出弁法17条では，「専利実施許諾の
期間が満了，又は満了前に解除する場合は，当
事者は，期間満了日又は解除協議書を締結した
後30日以内に，国務院専利行政部門に届出抹消
手続きを行う」と規定されており，専利実施許
諾契約が満了又は解除された場合には中国知識
産権局での抹消手続が必要となることにも留意
する必要がある。

6．3	 特許の譲渡

日本法人から中国法人へ特許や実用新案とい
った専利を譲渡する場合も，技術ライセンスと
同様に，技術輸出入管理条例の対象になる。従
って，６．２の技術ライセンスの（１）～（３）
で述べた対応が必要となる。
また，専利出願権又は専利権を譲渡する場合，
譲渡契約を国務院専利行政部門（中国知識産権
局）へ登録する必要がある（専利法10条）。専
利法には，譲渡契約を登録しなかったことにつ
いての罰則規定は述べられていないが，専利出
願権又は専利権の譲渡は中国知識産権局への登
録日から有効となることに留意する必要があ
る。
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7 ．		中国企業や大学との共同又は	
委託研究

7．1	 研究開発の形態又は組織

中国の大学や中国企業等と共同・委託研究を
しているか否かについては，43％の企業で共
同・委託研究の実績があった。企業の業種別で
は，機械・事務機器・輸送機器が最も多く，約
65％の企業で実績があり，化学・繊維・製薬・
製紙・食品が最も少なく，約20％に止まった。
共同・委託研究の形態の内訳は，大学との共
同研究（47％）＞大学との委託研究（23％）＞
現地企業との共同研究（13％）の順であり，大
学との共同又は委託研究をしている企業が多か
った。少数ながら，現地企業とＲ＆Ｄセンター
設立や共同事業会社を設立，また現地企業に委
託研究をしている企業もあった。

7．2	 研究開発成果（特実意）の取扱規定

（1）研究開発成果の帰属
中国の大学や中国企業等となした研究成果の
帰属規定については，70％の企業が包括契約で
事前に決めるとしているが，実際には40％が発
明の完成に至る過程で個別契約での規定を行う
と回答しており，必ずしも包括契約どおりには
締結できないケースもあると推定される。研究
開発成果の帰属は最終的に，共有（42％）が最
も多く，自社のみ（21％）や中国側のみ（11％）
は比較的少なかった。案件毎にケースバイケー
ス，発明者主義等で事後に帰属を柔軟に決めて
いる企業（26％）も多く見られた。なお，予め
成果の対価も含めて研究委託することで自社の
みに帰属させる企業もあった。
契約法340条には，共同開発によって完成し

た発明は，当事者が異なる合意をした場合を除
き，専利出願権は共有であること等が規定され
ている。また，同法339条には，委託開発で完

成した発明は，当事者が異なる合意をした場合
を除き，専利出願権は研究開発人，つまり委託
先の中国大学又は中国企業に属することが規定
されている。従って，状況にもよるが，少なく
とも委託開発の成果を自社に帰属させたい場合
には，相手方との契約にその旨規定しておくこ
とが望ましいと考えられる。

（2）契約の言語
契約の言語については，英語（60％）＞中国

語（23％）＞日本語（10％）の順で多いが，40
％の企業で中国語と他言語（英語又は日本語）
の併記の経験があった。併記の経緯として，英
語のみを拒まれ中国語でも併記する妥協案を受
け入れたケースも複数あった。

（3）出願実績
共同・委託研究の実績のある企業のうち，37

％で実際に研究成果を出願した実績があった。
業種別には，電気業界では，共同・委託研究を
行っている企業の全てにおいて出願の実績があ
ったが，他の業界では，０～３割程度と出願実
績は少なかった。

7．3	 		共有特許の自己実施又は第三者への
実施許諾

（1）共有特許の自己実施
共有特許の自己実施については専利法15条
に，共有者間で約定がある場合はその約定に従
い，無い場合は，共有者は単独で実施できるこ
とが規定されている。
アンケートの結果，共有特許の自己実施につ

いては，規定していない（39％）が最も多く，
自社のみが実施と規定（17％），相手方の許諾
を得て自社が実施と規定（11％）は少数であっ
た。規定していない理由としては，現状両者自
由実施が基本となっている，安易に規定して自
社の自己実施が縛られるのを避けたい，中国法
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の規定で自ずと決まるから，等の意見があった。
更に，自社のみが実施と規定した企業に不実
施補償規定があるかを質問したところ，全ての
企業から無しとの回答であった。その理由とし
ては，明確には不実施補償を規定せずにむしろ
先方から協議を求めることができるような条文
に配慮したから，相手側が要求しなかったから，
との意見があった。

（2）共有特許の第三者への実施許諾
共有特許の第三者への実施許諾については専
利法15条に，共有者間で約定がある場合はその
約定に従い，約定が無い場合は，共有者は第三
者に通常実施権を許諾することができること，
第三者に実施許諾する場合，その実施料は共有
者同士で分配することが規定されている。
アンケートの結果では，共有特許の第三者へ
の実施許諾については，相手方の許諾を得た上
で許諾できる（41％），規定していない（24％），
自社のみが自由に許諾できる（18％）の順で多
く，共有特許の自己実施に比べて，規定してい
ない企業は少なかった。その理由としては，自
己実施とは異なり，規定により自社による第三
者実施許諾が縛られることよりも，共願先が自
由に競合他社へ実施許諾してしまうリスクの方
が高いと考える企業が多いからだと思われる。
また，内容に応じて，個別の共同出願契約で定
めるとの意見もあった。

7．4	 契約での留意点

アンケートの結果では，日本の契約との相違
点として，契約交渉期間が長い，第三者実施許
諾条項に制限を加えていない，特許保証や届出
制度の考慮等が挙げられた。
また，日本企業が中国の大学等と委託又は共
同研究をする場合は，前述した技術輸出入管理
条例の輸出入に関する契約の届出規定（17条，
39条）や改良技術の規定（27条）があることに

も留意が必要である。
さらに，中国の大学の特徴として傘下に校営

企業（大学に所有権と経営権がある）が存在す
ることは注意すべき点である。校営企業は，大
学から産業への技術転換の役割を担い，職員は
原則として大学の教職員が派遣されており，特
に科学研究スタッフ及び教育スタッフが企業へ
異動（２年間程度）することを中国の大学は奨
励しているとの情報もある９）。大学との共同研
究・委託研究の一部を校営企業の職員が分担し
ていることも想定して，研究成果に係る共有特
許の自己実施，第三者実施許諾の範囲を検討す
る必要があろう。

8 ．	中国の自主創新政策の活用

8．1	 概　　要

（1）「自主創新」の概念
最近の新興国におけるイノベーションや技術

標準等に関する政策の展開は著しく，中でも中
国の動きは際立っている。「自主創新（イノベー
ション）」は明確に定義されていないが，一般
的な理解として，「中国本土によるイノベーシ
ョン」と理解されている（「成果が中国自身に帰
属するイノベーション」という理解もある10））。
胡錦涛主席は2006年の全国科学技術大会におい
て，「自主創新路線を貫き，創新型国家を建設
する」と述べ，「自主創新」の概念を打ち出し
た11）。その後，『国家中長期科学技術発展規画
綱要（2006-2020）』（以下『綱要』）の正式発表
を機に，今後15年の科学技術事業の方針を「自
主創新による発展の推進」と定め，中国は本格
的に「自主創新」の幕を開けた。

（2）「自主創新」に関わる政策・措置
中国政府の『綱要』によると，以下の重要政

策と措置が掲げられている12）。
①   企業の技術革新を奨励する財政，税制政
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策の実施
② 導入技術の消化，吸収，再革新の強化
③ イノベーション成果の政府購買を促進
④ 知財戦略と技術標準戦略の実施
⑤   イノベーションと創業を促進する金融政
策の実施　等

2006年以来，中国政府が『綱要』の政策を具
現させ，現地開発企業に対して様々な優遇・支
援政策を実行した。同時に「中国本土における
開発」を進めている日系企業は，ノウハウを含
む自社の競争優勢をどのように保護するかとい
うリスクを心配する一方，この国家戦略に位置
された「自主創新」の波に乗って，自社に有利
な優遇・支援・形勢を利用するというチャンス
もある。
以下，『綱要』政策の前記①，③と④に関わ
る代表的な具体政策，即ち，ハイテク企業認定
（①関連），政府調達優遇（③関連），技術標準
制定の推進（④関連），知的財産に関する助成・
奨励（④関連）を説明した上で，アンケートか
ら把握した日系企業の対応現状を紹介する。

8．2	「自主創新」に係る一部の具体政策

（1）ハイテク企業認定
１）概　要
2008年に公布された「ハイテク企業認定管理

弁法」13）（と「ハイテク企業認定管理作業手引」14））
の認定条件（10条）を満たす企業（中国国内に
て登録し１年以上経過している企業）は企業所
得税優遇税率（15％）が受けられる（普通税率
25％）。
認定条件として，製品（サービス）の分野，
技術職従業員の比率，研究開発費の割合，ハイ
テク製品（サービス）による収入の割合等の条
件の他，知的財産権に関しては以下の規定があ
る。
ａ）中国国内で登録され，又は５年以上全世

界的な独占的使用権（ハイテク企業の有効期限
は５年以上の独占的使用権期間以内にあるもの
とする）を有し，且つ中国の法律の有効保護期
間内にあるものとする。
ｂ）特許，実用新案，及び（主に科学と工程
技術の方法を利用し，研究と開発のプロセスを
経て得た）意匠，ソフトウェア著作財産権，集
積回路配置利用権，新種の植物の総数によりラ
ンク付けする。採点レベルは，Ａレベル：６件
或いは特許１件，Ｂレベル：５件，Ｃレベル：
４件，Ｄレベル：３件，Ｅレベル：１～２件，
Ｆレベル：０件とする。

２）アンケート結果
自主創新政策の活用状況に関するアンケート

については以下の特徴があった。
ハイテク企業認定を知っている企業（75％・

31社）の内，その認定申請をした実績がある会
社は30％（10社）しかなかった。認定申請した
10社の内，９社はハイテク企業認定されていた
ことから，必要な資料を用意すれば高い比率で
認定されることが窺われる。
なお，認定された企業に対して，知財権の条
件をどのようにクリアしたかを質問したとこ
ろ，「中国法人の知財権取得」の回答比率が64
％で過半数を上回り，「中国法人への譲渡」と「中
国法人への独占許可」の比率がそれぞれ21％と
14％であった。そして知財権の種類では，特許
を利用する企業と特許を利用しない企業の割合
が２対１であった。

（2）政府調達による自主創新製品の優遇
中国市場において，政府の予算を使う機構（政

府部門，国有企業，大学，研究機構等）が様々
な分野の企業から種々の製品を調達する場合，
それが自主創新製品であると優遇されるという
動きがあった。従って，この政策中の知財に関
わる内容等を理解するのは重要だと考えられ
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る。以下，政策の経緯を説明する。

１）政策の経緯
ａ）中央政府

2009年：　「2009年国家自主創新製品の認定（意
見募集）」

2009年付けで３つの政府部署より合同で公布
されている通知（「2009年国家自主創新製品認
定の展開に関する通知」）により，中央政府に
よる自主創新製品の購買政策が発表されたが，
日米欧に大きく非難されたため実行されなかっ
た。
2010年：　「2010年国家自主創新製品の認定（意
見募集）」

2009年より中国国内で生産する外資系企業に
とって不利な認定条件が軽減されたため非難が
殆どなかった。
2011年：　「国家自主創新製品認定管理弁法（試
行）」の実行を停止する通知

2011年の「中米共同声明」に記載された「中
国の創新政策は政府調達の優遇との関係をつけ
ない」という声明により，中央政府は自主創新
製品の政府調達優遇政策を停止した。
ｂ）地方政府

2009～2010年：
一部の地方政府は，自主創新製品目録の作成

等の活動を行った（例えば「上海市2009年政府
調達自主創新製品目録」）。
2011年：
中央政府の停止通知によって，一部の地方政
府は2011年の自主創新製品認定を停止したが，
残る地方政府の対応状況は未だ不明である。

２）今後の動向
2011年11月の第22回米中商務通商合同委員会

（JCCT）の公表結果（地方政府認定政策の撤廃
等）によって，2009年から始まった政府調達に
よる自主創新製品の優遇政策は終止したと思わ

れる。
しかし，自主創新政策そのものの撤廃ではな

いため，政府調達による自主創新製品の優遇政
策は取り消されても，自主創新商品を支援する
ための別の優遇政策が作られる可能性はある。
この際，2009年のような明らかに国内外の製品
を差別する政策が出される可能性は低いと思わ
れる。従って，前述のハイテク企業認定政策の
ように，日系企業にも有用な優遇政策が出され
た時には，その活用を検討していくべきである。

（3）技術標準制定の推進
１）概　要
『綱要』にある技術標準戦略は知財戦略と同
じ地位に設定されている。中国法人においては
この技術標準制定に関わらないと市場から排除
される恐れがあるため，関連政策の内容と動向
を重視すべきであると考えられる。
そこで標準制定に対する意識と参加実績の二
つの側面からアンケート調査した結果，以下の
ような結果となった。
ａ）中国標準の制定又は制定動向に関心があ
る企業の割合は90％になっている一方，本社又
は中国法人の参加実績は15％しかなかった。
ｂ）中国標準の制定に参加する必要があると

思う企業の比率は70％であり，その主な理由と
しては，次のとおりであった。
・自社に有利な標準規定にしたい（26％）
・  中国標準が新たな市場参入障壁になる可能
性がある（24％）
・  自社でクリア可能な標準又は測定基準にし
たい（22％）
・  中国標準が国際標準となる可能性がある
（15％）
ちなみに，「標準に係る他社特許が問題とな

る可能性がある」を選択した企業は７％しかな
かった。
ところで，一部の中国法人の経験によると，
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中国の技術標準制定に参画する際には特許との
関連性を検討すべきという声もある。以下，標
準制定の流れと特許に係る標準制度について説
明する。

２）標準制定の流れ15）

・  起草機関（標準化研究所，技術委員会等）
による年間計画の策定
・国家標準委員会・主管部門への申請・承認
・ドラフト作成
・意見募集・編成
・審査（国家標準委員会・主管部門）
・制定・公布
なお，「ドラフト作成」と「意見募集・編成」
に関し，企業が検討委員会へ参加して意見を提
出するのは可能だが，中国国内企業（外資企業
も含む）だけが委員として最終の投票権がある。

３）特許に係る標準制度16）

過去，特許に係る標準制度として，二つの意
見募集稿が発表されたが，いずれも制定されて
いない（「特許に係る国家標準制改訂の管理規
定（意見募集稿）」（2009年），「国家標準の特許
に係る処置規則（意見募集稿）」（2010年））。
但し，「特許に係る国家標準制改訂の管理規

定（意見募集稿）」に関し，以下の注意点がある。
・  国家標準に係る特許は，必要不可欠な技術
でなければならない。
・  国家標準の制定・改訂に参加する者と関連
会社は既知の関連特許について起草機関に
公表しなければならない。公表しなかった
者は，無償許諾したとみなす。
この規定は現時点では法令になっていない
が，標準制定・改訂の参加者になっている企業
は，起草機関に自社の関連特許を公表した方が
安全だと思われる。特に自社の中国法人が参加
していても，本社の特許も公表対象になる可能
性があるため，現地担当者と本社知財部門間の

情報共有は重要である。

（4）知的財産に関する助成・奨励
中国では多くの省・直轄市が地域産業の発展

のために様々な助成・奨励政策を制定してきた
が，日本企業の中国法人もこれらの助成・奨励
政策を活用できる場合が多い。以下，日系企業
も助成・奨励対象になる北京市中関村科学技術
園区と上海市の政策を例として紹介する。

１）北京市中関村17）

ａ）  園区産業発展方向と一致する企業に対し，
取得した国内特許の登録件数により，１
件につき，5,000元の資金サポートをする。
１社につき，１年の最高助成金額は100
万元以内とする。

ｂ）  PCTにより国際特許を出願し，各国移行
段階に入った企業に対し，出願件数によ
り，１件につき，５万元を助成する。１
社は１年最高100万元を超えない助成金
を取得する。１件の特許出願を複数の国
に提出する場合は，重複計算をしない。

２）上海市18）

「上海市特許出願費用助成弁法」（2007年）に
よると，特許第一出願者が上海市内の企業であ
る場合，以下の助成が受けられる。
ａ）特許出願費は実費で助成する。
ｂ）登録特許の実体審査費は実費で助成する。
ｃ）  特許の登録料及び登録後の２年目，３年

目の年金は実費で助成する。
ｄ）  実用新案，意匠の登録料は実費で助成す

る。
ｅ）  国外に特許出願する場合は，１つの国で

の登録につき最高30,000元を助成し，１
件の特許につき３つの外国出願助成を上
限とする。
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8．3	 ま と め

中国法人は前記自主創新政策を積極的に利用
し事業を有利に進めることができるが，中国の
政策展開の情報入手は必ずしも容易ではない。
その動向を十分監視しリスクを考慮することに
より，本政策を有効に活用していくことができ
ると考える。

9 ．	おわりに

日本企業の中国進出が増加の一途を辿るな
か，会員企業各社においては中国での知的財産
活動がますます重要になっているものと思われ
る。また，中国が国家施策としてイノベーショ
ン型国家建設を進めているなか，日本企業とし
ても中国の自主創新政策を上手に活用していく
必要がある。
本稿は，中国の知的財産関連法規や自主創新
政策を当ＷＧなりに精査するとともに，中国事
業における知的財産上の課題に日々向き合って
いる企業からの生の情報をアンケート調査及び
ヒアリングすることにより，まとめたものであ
る。本稿が会員企業の中国事業展開の一助にな
れば幸いである。
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